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理 由

沖縄の人々を先住民族とする国連勧告の撤回を求めることについて国連事

務総長に要求するため。



沖縄の人々を先住民族とする国連勧告の撤回を求める決議

2008年、国連の自由権規約委員会から日本政府に対し、沖縄の人々を先住

民族として公式に認め、その土地や言語の権利を保護するよう求める勧告が

なされた。これに対し、日本政府から否定する見解が示されているが、その

後も人種差別撤廃委員会における同様の内容も含め合計６回の勧告がなされ

た。

現在、沖縄の人々を先住民族とする国連勧告に対し、賛成または反対それ

ぞれの立場から複数の陳情が本県議会に提出されており、沖縄県民が分断さ

れようとしている。また、当該国連勧告が早期に行われたことで、合意形成

の正常なプロセスが妨げられているのではないかと懸念されている。

沖縄の人々が先住民族なのかどうかについては、県民のアイデンティティー

に関わるものであることから慎重に対応する必要があり、ひいては沖縄の未

来を描く上においても極めて重要な問題である。このまま県内における意見

の対立を放置し、沖縄の未来に混乱を招くことは避けなければならない。

沖縄の発展のためには、アイデンティティーに基づく地域社会の一体性の

確保が重要であり、沖縄の人々が先住民族なのかどうかということについて、

県民に広く議論を呼びかけ丁寧な議論を積み重ね、その意義などを共有する

ことにより、合意形成を図っていかなければならない。

よって、本県議会は、同問題について議論する環境を整え、適切な議論の

展開による合意形成を図るため、国連における沖縄の人々を先住民族とする

勧告を撤回するよう強く要求する。

上記のとおり決議する。
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